
 

 

個人情報の保護に関する基本方針 
 
平成１７年５月１８日 理事会決定 

 

 学校法人藤村学園（東京女子体育大学、体育短期大学）は、個人情報の保護の重

要性に鑑み、以下のとおり基本方針を定め、個人情報の保護に努めます。 

 

１．個人情報保護の重要性の認識と適正な取り扱いの徹底 

本学のすべての教職員は、個人情報保護の重要性を認識し、適切な取り扱い

に努めます。 

このため個人情報の保護に関する規程（個人情報保護規程）を定め、個人情

報保護の徹底を図ります。 

 

２．個人情報の取得・利用・提供 

本学は、個人情報の取得にあたり、その目的を明らかにするとともに目的に

沿って利用します。 

また、第三者への提供する必要が生じた場合は、所定の手続きに従って適法

に行います。 

 

３．漏洩等の防止対策 

本学は、個人情報の正確性及び安全性を確保するため、個人情報保護規程に

基づき組織・体制を整え、個人情報への不正アクセスまたは個人情報の漏洩、

改ざん、紛失等の防止に努めます。 

 

４．個人の権利利益の尊重 

本学は、個人情報に関する個人の権利利益を尊重し、本人から開示、訂正、

利用停止等を求められたときは、社会通念に照らして合理的な範囲でこれに対

処します。 

 

５．法令・規範の遵守 

本学は、個人情報の保護に関する法令及びその他規範を遵守します。また、

本学の個人情報保護規程をこれらの法令に適合させます。 

 

 
 
 
 
 
 



 

 

学生に関する個人情報の取り扱いについて 

 

 本学では、個人情報の保護に関する法律その他の関連法令、規程、基本方針に基

づき、個人情報を適正に取り扱います。 

 入学手続き及び入学後に取得した個人情報は、下記の利用目的の範囲内で、業務

遂行に必要な限りにおいて利用し、その他の目的に利用することはありません。 

 なお、利用目的の達成に必要な範囲内で個人情報の取り扱いを業務委託する場合

がありますが、その際は守秘義務を明記した契約の締結とともに委託先の情報取り

扱いが適切に行われるよう管理監督を行います。 

 

記 

 

⑴ 入学前に必要な書類の送付に関する業務 

⑵ 学籍管理、履修管理、成績管理に関する業務 

⑶ 学生証及び各種証明書の作成・発行に関する業務 

⑷ 各種資格取得に関する業務 

⑸ 教育実習、介護等体験に関する業務 

⑹ 就職（進学、編入を含む）支援に関する業務 

⑺ 学生相談、健康管理、学生生活指導に関する業務 

⑻ 学生納付金、育英奨学金に関する業務 

⑼ 電話、メール、学内掲示板による学生への連絡事項の伝達に関する業務 

⑽ 個人を特定することができない方法・形式による統計資料の作成 

⑾ 学生への連絡ができなくなった場合や学生に事故等が起きた際の緊急連絡 

⑿ 第三者への提供 

①本学関係団体（後援会、同窓会）への提供 

②学生の学業成績等履修状況の保証人への提供 

③業務委託業者への提供 

④本人同意のある場合の提供 

⑤法令で定められている場合の提供 

 

 

本件に関する問い合わせ先 

 学校法人藤村学園 

 東京女子体育大学・東京女子体育短期大学 

    総務課  電話 042-572-4131 

         F A X 042-576-2397 

 

 
 



 

 

学校法人藤村学園個人情報の保護に関する規程 
 

第１章 総  則 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人藤村学園（以下「学園」という。）及び学園が設置す

る大学及び短期大学（以下「本学」という。）における個人情報の取扱に関す

る基本的事項を定めることにより、学園及び本学の業務の適正かつ円滑な運

営を図るとともに、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「個人情報」とは、本学の学生（以下「在学生」という。）、

在学生の保護者及び保証人、学園の役員及び教職員（学園と雇用関係にある

すべての者をいう。）並びにこれらに準ずる者（入学志願者を含む。）に関す

る情報であって、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それに

より特定の個人を識別することとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号(身体の一部の特徴を電子計算機用に変換した符号、又はカ

ードその他の書類等に対象者ごとに異なるものとなるように記載等され

た公的な符号のうち、個人情報保護施行令(以下「政令」という。)で定め

るものをいう。)が含まれるもの 

２．この規程において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身

分、病歴、犯罪の経歴、犯罪による被害の事実その他本人に対する不当な差

別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するも

のとして政令で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

３．この規程において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報

の集合物であって、次に掲げるものをいう。 

⑴一定の事務の目的を達成するために、特定の個人情報を電子計算機を用い

て検索することができるように体系的に構成したもの。(利用方法からみて

個人の権利利益を害するおそれが少ないものを除く。) 

⑵前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために、氏名、生

年月日その他の記述等により個人情報を容易に検索することができるよう

に体系的に構成したもの。 

４．この規程において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成す

る個人情報をいう。 

５．この規程において「保有個人データ」とは、学園が開示、内容の訂正、追

加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのでき

る権限を有する個人データである。（ただし、政令で除外されるものは除く。） 

６．この規程において「情報主体」とは、個人情報によって識別される特定の

個人（当該個人の保護者、保証人及び法定代理人を含む。）をいう。 



 

 

（所属長等の責務） 

第３条 理事長は、この規程及び関係法令等の趣旨に則り、個人情報の適正な取扱

を確保するために必要な施策を総合的に策定し、実施するとともに、個人情

報の管理について、これを統括する。 

２．事務局長は、理事長の前項の業務を補佐し、個人情報の適正な取扱を確保

するために必要な措置を講じるとともに、第５条に定める個人情報保護管理

者を指導し、個人情報の保護に関連する問題が生じた場合には、迅速かつ適

切に対処するものとする。 

３．学長は、本学が保有する保有個人データの適切な管理のために必要な措置

を講じるとともに、所属する教職員が個人情報を適正に取扱うように指導し、 

それに関連する問題が生じた場合には迅速かつ適切に対処するものとする。 

４．学園は、学生に対して、個人情報の適切な取扱いにつき、適切に指導及び啓

発活動を行うことに努めるものとする。 

（職員の責務） 

第４条 個人データを取扱う教職員は、法令、関係省庁の指針及びこの規程を遵守

して、個人データを適正に取扱うとともに、保有個人データの正確性及び安

全性の確保に努めなければならない。 

２. 個人データを取扱う教職員は、その業務に関して知り得た個人データの内

容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

３. 前項の規定は、教職員がその職を退いた場合にあっても、同様とする。 

（個人情報保護管理者） 

第５条 この規程の目的を達成するため、個人情報保護管理者（以下「管理者」と

いう。）を置く。 

２. 管理者は、学園すべての管理職員をもって充てる。 

３. 前項の規定にかかわらず、事務局長は、特に必要と認める場合には前項に

定める管理職員以外の者を、管理者に指名することができる。 

４. 管理者はこの規程の定めに従い、その所管する業務の範囲内における個人

データについて、教職員がこれを適正に取扱うよう指導し、監督するととも

に、その取扱い並びに所管する保有個人データの開示及び訂正等の請求に関

し、これを適正に処理する責任を負う。 

５. 管理者が所管する保有個人データの範囲は、学校法人藤村学園事務組織規

程第１章第２条第３号に定める分掌事務による。 

６. 保有個人データの管理責任範囲について疑義が生じた場合は、当該管理者

間の協議により、これを定めるものとする。 

（適正な管理） 

第６条 学園は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ

最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人デ

ータを遅滞なく消去するよう努めなければならない。 

 



 

 

２．学園は、取扱う個人データの漏洩、滅失、又はき損の防止その他の個人デ

ータの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（適用除外） 

第７条 この規則は、大学及び短期大学が学術研究用に供する目的で個人情報を取

扱う場合には適用しない。但し、その場合においても、できる限りこの規則

に準じて個人情報を取扱うようにするなど、個人情報の適正な取扱いを確保

するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第２章 個人情報保護委員会 

 

（委員会） 

第８条 学園の個人情報の保護に関する運営に必要な事項を審議するため、個人情

報保護委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２．委員は、次の役職をもって構成し、理事長が委嘱する。 

(1)常任理事 (2)事務局長 (3)教務部長 (4)学生部長 

(5)キャリア支援部長 (6)総務課長 

３．委員会の委員長は、学長をもって充て、委員長が招集及び議事の進行を行

う。委員長は、必要に応じ関係者を出席させ、意見を聴くことができる。 

４．委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

(1)個人情報の保護・取扱い・安全管理等に関する全学的な施策に関する事項 

(2)新たなリスクに対応するための個人情報の安全管理措置の評価、見直し及

び改善に向けた取組み 

(3)保有個人データの開示、訂正、追加、削除、取扱及び提供の停止等の請求

又は不服の申立てがあった場合に、管理者から付議された事項 

(4)その他個人情報の保護のために必要な事項 

５．委員会に関する事務は、総務課が行う。 

 

第３章 個人情報の取扱い 

 

（保有の制限等） 

第９条 個人データの保有は、学園及び本学の業務又は教育・研究活動を遂行する

ために必要な場合に限るものとし、保有にあたってはその利用の目的（以下 

「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２. 個人データは、前項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲

を超えて、これを保有してはならない。 

３. 第１項の利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性 

を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（利用目的の明示） 

第１０条 文書、図画及び電磁的記録に記録された個人情報を取得するとき、及び



 

 

情報主体から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録された当該情報主体の

個人情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ、当該情

報主体に対し、その利用目的を明示しなければならない。 

(1) 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき 

(2) 利用目的を情報主体に明示することにより、当該情報主体又は第三者

の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあるとき 

(3) 出版、報道等により当該個人情報がすでに公にされているとき 

(4) 法令の規定に基づくとき、又は司法手続き上必要なとき 

(5) 委員会が利用目的を明示することにより、学園又は大学の権利又は正

当な利益を害するおそれがあると認めたとき 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、取得の状況からみて利用目的が明らかで

あると認められるとき、その他委員会が相当の理由があると認めたとき 

（利用及び提供の制限） 

第１１条 保有個人データは、利用目的以外の目的のために利用し、又は提供して

はならない。 

２．前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、利用目的以外の目的のために保有個人データを利用し、又は提供する

ことができる。ただし、保有個人データを利用目的以外のために利用し、

又は提供することによって、情報主体又は第三者の権利利益を不当に侵害

するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

(1) 法令の規定に基づくとき 

(2) 情報主体の同意があるとき 

(3) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、情

報主体の同意を得ることが困難であるとき 

(4) 公衆衛生の向上又は在学生の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、情報主体の同意を得ることが困難であるとき 

(5) 学園又は本学の業務又は教育・研究活動の遂行に必要な限度で保有個

人データを学園の内部で利用する場合であって、当該保有個人データを

利用することについて相当な理由のあるとき 

(6) 委員会が、情報主体以外の者に提供することが明らかに当該情報主体

の利益になると認めたとき 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成のために保有個人データ

を提供するとき、その他委員会が相当の理由があると認めたとき 

３．前項により利用目的以外の目的のために保有個人データを利用し、又は

提供するときは、対象とする保有個人データの範囲をできる限り特定する

ものとし、個人データのうちの必要な事項に限定して利用し、又は提供し

なければならない。 

４．第２項第５号の場合にあっても、管理者は、個人の権利利益を保護する

ため特に必要があると認めるときは、当該保有個人データの利用を特定の



 

 

組織単位に限るものとする。 

５．管理者は、第２項により利用目的以外の目的のために保有個人データを

利用し、又は提供するときは、その事実を記録しなければならない。 

（要配慮個人情報の取得） 

第１２条 要配慮個人情報は、合理的な理由がない限り取得しないように努めるも

のとする。 

２．要配慮個人情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ

本人の同意を得なければならない。 

(1) 前条第２項各号に該当する場合 

(2) 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体等により公開

されている場合 

(3) 本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかなよう配

慮個人情報を取得する場合 

(4) 第２０条第４項各号に該当する場合において、要配慮個人情報の提供

を受ける時 

（提供を受ける者に対する措置要求） 

第１３条 管理者は、所管する保有個人データを提供する場合において、必要があ

ると認めるときは、当該保有個人データの提供を受ける者に対し、提供に

係る個人データについて、その利用の目的若しくは方法の制限その他必要

な制限を付し、又はその漏洩の防止その他個人データの適切な管理のため

に必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（正確性の確保） 

第１４条 管理者は、利用目的の達成に必要な範囲内で、所管する保有個人データ

が過去又は現在の事実と合致するように努めなければならない。 

（安全確保の措置） 

第１５条 管理者は、所管する保有個人データの漏洩、滅失、棄損及び改ざんの防

止、その他保有個人データの適切な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２．前項の規定は、学園から個人データの取扱の委託を受けた者が、委託し

た業務を行う場合について準用する。 

（情報システムにおける管理） 

第１６条 管理者は、電子計算機を用いて管理する保有個人データへの不当なアク

セス等の危険に対して、技術面において必要な安全対策を講じなければな

らない。 

（委託に伴う取扱） 

第１７条 個人データの取扱を含む外部委託する場合は、当該契約において、個人

データの適正な取扱について委託者が講ずべき措置を明らかにし、学園は、

委託先に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２．前項の委託を受けた業務に従事している者又は従事していた者は、その



 

 

業務に関連して知り得た個人データの内容を他に知らせ、又は不当に利用

してはならない。 

３．前項の監督のため、学園は、委託先の選定に当たって、委託先の業務・

管理体制、規程整備等の状況の確認をし、個人データの安全管理措置が十

分になされることを確認するものとする。 

４．第１項の監督のため、委託先と締結する委託契約に、次の事項を盛り込

むものとする。 

(1) 委託先における個人データを取り扱う者の明確化に関する事項 

(2) 委託先において講ずべき安全管理措置の内容 

(3) 個人データの加工（委託契約の範囲内のものを除く。）、改ざん、複写

又は複製（安全管理上必要なバックアップを目的とするもの当委託契約

範囲内のものを除く。）の禁止 

(4) 委託先の秘密の保持に関する事項 

(5) 委託された個人データの再委託の可否及び条件等に関する事項 

(6) 委託契約終了の個人データの返却又は委託先における破棄若しくは削

除に関する事項 

(7) 委託契約内容が遵守されなかった場合の損害賠償その他の措置に関す

る事項 

(8) 委託先において個人データの漏洩事故等が発生した場合の報告義務及

び責任に関する事項 

(9) 委託契約期間等に関する事項 

（外部要員の受入れに伴う取扱い） 

第１８条 前条の規定は、個人データの取扱いを含む業務を行うため、外部から要

員を受入れる場合について準用する。 

（情報漏洩への対応） 

第１９条 取扱担当者は、個人データの漏洩等が発生した場合又はそのおそれがあ

る場合は、直ちに管理者に報告しなければならない。 

２．前項の報告を受けた管理者は、理事長に報告するとともに、速やかに次

の措置を講じなければならない。 

(1) 事実関係の調査及び原因の究明 

(2) 影響範囲の特定 

(3) 影響を受ける可能性のある本人への連絡 

(4) 再発防止策の検討及び実施 

(5) 文部科学省及び個人情報保護委員会（内閣府外局）等への事実関係及

び再発防止策等の報告 

(6) 事実関係及び再発防止策等の公表 

（第三者への提供） 

第２０条 学園は、第１１条第２項の各号に該当する場合を除き、あらかじめ本人

の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 



 

 

２．前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項について、あらかじめ本人に

通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、個人情報保護委

員会（内閣府外局）へ届け出たときは（なお、個人情報保護委員会への届

出は、電子情報処理組織を使用するか、又は所定の届出書及びその記載事

項を記録した光ディスクを提出することにより行う。）、当該個人データを

第三者に提供することができる。 

(1) 第三者への提供を利用目的とすること。 

(2) 第三者に提供される個人データの項目 

(3) 第三者への提供の方法 

(4) 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提

供を停止すること。 

(5) 前号の本人の求めを受け付ける方法 

３．前項の規定は、要配慮個人情報について適用しない。 

４．次に掲げる場合は、第三者提供に該当しない。 

(1) 第１７条の定めによる委託に伴って個人データを提供する場合 

(2) 合併その他の事由による事業の継承に伴って個人データを提供する場

合 

５．学園は、当該提供先において、個人データの提供する目的以外での利用、

他の者への再提供、複写複製、改ざん、漏洩、盗用等がなされないように、

個人データの安全管理のために講ずべき措置について、提供先と契約書を

締結するなど、適切な措置を講じなければならない。 

（第三者への提供に係る記録の作成等） 

第２１条 個人データを第三者へ提供したとき（第１１条第２項各号に該当する場

合又は２０条第４項各号に該当する場合を除く。）には、管理者は、次の事

項に関する記録を作成しなければならない。但し、学園が本人に対する物

品又はサービスの提供に関連して当該本人の個人データを第三者へ提供す

る場合において当該提供に関して作成された契約書等に次の事項が記載さ

れているときは、当該契約書等で代替可能とし、また、既に記録されてい

る事項と内容が同一のものについては、当該事項の記録を省略することが

できる。 

(1) 本人の同意を得ている旨（第２２条第２項の規定により個人データを

提供した場合は提供した年月日） 

(2) 当該第三者の氏名又は名称その他の当該第三者を特定するに足りる事

項（不特定かつ多数の者に対して提供したときは、その旨） 

(3) 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特

定するに足りる事項 

(4) 当該個人データの項目 

２．前項の記録は、個人データを第三者に提供した都度、速やかに作成しな

ければならない。但し、個人データを第三者に継続的に若しくは反復して



 

 

提供したとき、又はその確実な見込みがあるときは、一括して作成するこ

とができる。 

３.学園は、前２項により作成した記録を、次の各号に応じて保存しなければ

ならない。 

(1) 第１項但し書きに基づき契約書等で記録に代えた場合 

最後に個人データの提供を行った日から起算して１年を経過する日まで 

(2) 前項但し書きに基づき一括して記録を作成した場合 

最後に個人データの提供を行った日から起算して３年を経過する日まで 

(3) 前２号以外の場合 

当該記録を作成した日から３年間 

（第三者からの提供） 

第２２条 第三者から個人データの提供を受けるに際しては、管理者は、次の事項

を確認し、その取得方法が適法なものであることを確認しなければならな

い。但し、当該個人データの提供が第１１条第２項各号又は第２０条第４

項各号に該当する場合は、この限りではない。 

(1) 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者 

(2) 当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

２．前項により個人データの提供を受けた場合、管理者は、次の事項に関す

る記録を作成しなければならない。但し、学園が本人に対する物品又はサ

ービスの提供に関連して第三者から個人データの提供を受けた場合におい

て当該提供に関して作成された契約書等に次の事項が記載されているとき

は、当該契約書等で代替可能とし、また、既に記録されている事項と内容

が同一のものについては、当該事項の記録を省略することができる。 

(1) 本人の同意を得ている旨（第２０条第２項の規定により個人データの

提供を受けた場合は個人データの提供を受けた年月日） 

(2) 前項各号に掲げる確認事項 

(3) 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特

定するに足りる事項 

(4) 当該個人データの項目 

(5) 第２０条第２項の規定により個人データの提供を受けた場合は、個人

情報保護委員会（内閣府外局）による公表がされている旨 

３．前項の記録は、第三者から個人データの提供を受けた都度、すみやかに

作成しなければならない。但し、第三者から継続的に若しくは反復して個

人データの提供を受けたとき、又はその確実な見込みがあるときは、一括

して作成することができる。 

４．学園は、前２項により作成した記録を、次の各号に応じて保存しなけれ

ばならない。 

(1) 第２項但し書きに基づき契約書等で記録に代えた場合 

最後に個人データの提供を受けた日から起算して１年を経過する日まで 



 

 

(2) 前項但し書きに基づき一括して記録を作成した場合 

最後に個人データの提供を受けた日から起算して３年を経過する日まで 

(3) 前２号以外の場合 

当該記録を作成した日から３年間 

 

 

第４章 個人情報データベース 

 

（個人情報データベースの届出） 

第２３条 個人情報データベースの管理者は、次に掲げる事項を記載し、事務局長

に届出なければならない。届出た事項を変更しようとするときも変更届を

提出するものとする。 

(1) 個人情報データベースの名称 

(2) 管理者の職・氏名 

(3) 個人情報データベースの利用目的 

(4) 個人情報データベースに記録される個人情報の収集方法 

（個人情報データベースの管理） 

第２４条 事務局長は、前条で届出のあった個人情報データベースについては、「個

人情報テータベース簿」を作成し、事務局総務課に備え置くものとする。 

 

第５章 個人情報の開示、訂正等 

 

（開示請求） 

第２５条 情報主体は、この規程の定めるところにより、学園又は本学が保有する

自己に関する保有個人データの開示を請求することができる。ただし、本

人の同意があるときは、当該本人の保護者又は保証人若しくは法定代理人

による開示の請求を妨げない。 

２．前項の請求（以下「開示請求」という。）にあたっては、本人であること

（当該本人の保護者又は保証人若しくは法定代理人であるときはその旨。）

を明らかにし、当該開示請求に必要な事項を明記した文書（本人の同意に

基づく当該本人の保護者又は、保証人若しくは法定代理人による開示請求

にあっては、本人の同意書を含む。）を、当該開示請求に係る保有個人デー

タを所管する管理者あてに提出しなればならない。 

３．管理者は、開示請求を受けたときは、当該保有個人データを開示（当該

本人の保有個人データが存在しないときに、その旨を知らせることを含む。

以下同じ。）するものとする。ただし、開示請求に係る保有個人データが次

の各号のいずれかに該当する場合は、当該保有個人データの全部又は一部

を開示しないことができる。 

(1) 情報主体又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するお



 

 

それがあるとき 

(2) 開示請求の対象となる保有個人データに、第三者の個人データが含ま 

れているとき 

(3) 個人の指導、評価、診断、選考等に関する個人情報であって、開示す

ることにより、当該指導、評価、診断、選考等に支障を及ぼすおそれが

あるとき 

(4) 開示をすることにより学園又は本学の業務の適正な執行に支障を及ぼ

すおそれがあると認めたとき 

(5) 他の法令に違反することとなる場合 

（開示の決定） 

第２６条 管理者は、所管する保有個人データの開示請求を受けたときは、遅滞な

く、当該開示請求に係る保有個人データの開示について決定しなければな

らない。 

２．管理者は、所管する保有個人データの全部又は一部について開示しない

旨の決定をしたときは、開示請求をした者に対し、その理由を文書により

通知しなければならない。 

（開示の方法） 

第２７条 保有個人データの開示は、当該保有個人データが、文書又は図画に記録

されているときは閲覧又は写しの交付により、電磁的記録により記録され

ているときは印字装置による出力物の閲覧又は写しの交付により行う。た

だし、それらの方法による開示が困難である場合には、他の適切な方法に

より行うことができる。 

（訂正等の請求） 

第２８条 情報主体は、学園又は本学が保有する自己に関する保有個人データにつ

いて、その内容に誤りがあると認められる場合は、当該保有個人データを

所管する管理者に対し、訂正、追加又は削除（以下「訂正等」という。）を

請求することができる。 

２．第１８条第２項の規定は、保有個人データの訂正等の請求をする場合に

ついて準用する。 

３．管理者は、第１項の請求を受けたときは、その内容の訂正等に関し学園

及び本学の諸規程、並びに法令の規定において特別の手続きが定められて

いる場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲において遅滞なく当該請求

に係る事実を調査・確認し、その結果に基づき、当該保有個人データの内

容の訂正等を行わなければならない。 

４．管理者は、前項により所管する保有個人データの内容の全部若しくは一

部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたと

きは、訂正等を請求した者に対し、その旨（訂正等を行ったときは、その

内容を含む。）を通知しなければならない。 

 



 

 

（取扱停止の請求） 

第２９条 情報主体は、学園又は本学が保有する自己に関する保有個人データが、

その利用目的の達成に必要な範囲を超えて取扱われている場合は、当該保

有個人データを所管する管理者に対し、その取扱の停止を請求することが

できる。 

２．第１８条第２項の規定は、保有個人データのその取扱停止の請求をする

場合について準用する。 

３．管理者は、第１項の請求に理由があることが判明したときは、これを是

正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの取扱を停止

しなければならない。ただし、当該保有個人データの取扱の停止に多額の

費用を要する場合その他取扱を停止することが困難な場合にあって、情報

主体の権利利益を保護するために必要なこれに代わるべき措置をとるとき

は、この限りでない。 

４．管理者は、前項により所管する保有個人データの全部若しくは一部につ

いて取扱を停止したとき、又は取扱の停止を行わない旨の決定をしたとき

は、取扱の停止を請求した者に対し、その旨を通知しなければならない。 

（提供停止の請求） 

第３０条 情報主体は、学園または本学が保有する自己に関する保有個人データが、

不当に第三者に提供されていると認められる場合は、当該保有個人データ

を所管する管理者に対し、第三者への提供の停止を請求することができる。 

２. 第１８条第２項の規定は、保有個人データの第三者への提供の停止を請求

する場合について準用する。 

３. 管理者は、第１項の請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、

当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。ただし、

当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その

他第三者への提供を停止することが困難な場合にあって、情報主体の権利利

益を保護するために必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りで

ない。 

４. 管理者は、前項により所管する保有個人データの全部若しくは一部につい

て第三者への提供を停止したとき、又は第三者への提供の停止を行わない旨

の決定をしたときは、第三者への提供の停止を請求した者に対し、その旨通

知しなければならない。 

（不服の申立て） 

第３１条 情報主体は、学園又は本学が保有する自己に関する保有個人データの取

扱いについて不服がある場合は、委員会に対し、不服の申立てをすること

ができる。 

２．前項の申立てをするときは、情報主体本人であることを明らかにし、当

該申立てに必要な事項を明記した文書を、当該保有個人データを所管する

管理者を経て、委員会あてに提出しなければならない。 



 

 

（理由の説明） 

第３２条 第２１条第４項、第２２条第４項、第２３条第４項又は、情報主体から

求められた措置の全部又は一部について、その措置をとらない旨を通知す

る場合、又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、当該情報

主体に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。 

 

第６章 雑 則 

 

（教育・研修） 

第３３条 事務局長は、この規程、関係法令及び関係省庁の指針等の趣旨に則り、

個人情報の適正な取扱を確保するため、教職員に対する必要な教育、研修

等を実施しなければならない。 

（監査） 

第３４条 理事長は、学園における個人情報の取扱について、必要があると思われ

るときは、監査を行うものとする。 

２．理事長は、前項の監査を行うにあたっては、監査担当者を任命するもの

とする。 

３．監査担当者は、監査の結果を理事長に報告しなければならない。 

（補則） 

第３５条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、別

に定める。 

（改廃） 

第３６条 この規程の改廃は、定例理事会の議を経て理事長が行う。 

 

 

附  則 

１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ この規程は、平成２９年６月１日から施行する。（個人情報保護法の改正 

及び学校法人藤村学園危機管理委員会規程との整合性による改正） 


